












Infringement of Rights by Nonprofit Organization




The Supreme Court of the United States held in Brentwood Case that TSSAA, a nonprofit
statewide athletic association, was a state actor. The opinion of the court, written by Justice
Souter, determined the character of private actors by "entwinement" test. In Japan, we can
decide whether there are infringements of constitutional rights by private persons according to
the correlation between degree of nexus and seriousness of infringement.
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1) Brentwood Academy v. Tennessee Secondary School Athletic Association, 531 U.S. 288 (2001).簡潔な紹介と
して､藤井樹也｢ステイト･アクション法理:州規模の非営利スポーツ協会の行為はステイト･アクションとなる
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3) 180 F.3d at 760, infra.
4) 531 U.S. at291.
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6) Tennessee State Board of Education, Administrative Rules and Regulations, Rule 0520-1-2-26 (1972) (later























7) Tennessee State Board of Education, Administrative Rules and Re如Iations, Rule 0520-1-2-08 (1996).
Id.at29:卜293.
9)問題となったTSSAA規則(抜粋)は以下のとおり｡
Section 21. The use of undue influence on a student (with or without an athletic record), the parents or
guardians of a student by any person connected, or not connected, with the school to secure or to retain a
student for athletic purposes shall be a violation of the recruiting rule.
Q. How is undue influence interpreted in the recruiting rule?
A. A person or persons exceeding what is appropriate or normal and offering an incentive or inducement to a
student with or without an athletic record.
Q. Is it permissible for a coach to contact a student or his or her parents prior to his enrollment in血e school?
A. No, a coach may not contact a student or his or her parents prior to his enrollment in the school. This
shall apply to all students whether or not they have an athletic record.
10) 13 F.Supp.2d at 675-677, i.幼180 F. 3d at 760-761, infra
ll) 531 U.S. at 293.
12) &e42 U.S.C. 隻 1983. § 1983訴訟については､藤井樹也｢Civil Rights Actsの一断面(1)-(5　完)-隻 1983訴訟
を中心にIJ法経論帯15巻1号2ト40頁､ 16巻1号39-50貢､ 2号53-87貫､ 17巻1号93-122貫､ 18巻1号65-97貰
(1997-2000)を参照｡
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判決の機能的分析に反するとして多数意見を批判している　SeeWest v. Atkins, 487 U.S. 42 (1988).
24) Brentwood Academy v. Tennessee Secondary School Athletic Association, 528 U.S. 1153 (2000).後述のように､
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27) Blu,喝457 U.S. at 1004.
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29) Ibid.
30) Ibid.
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ポーツ協会による出場停止処分が§1983の"under color of law"要件をみたすと認定し
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判断と実体判断が相互に影響するかどうかが問題となる.一方で､ ①実体判断がステイト･
アクション判断に影響するかという問題がある｡つまり､修正1条や手続的デュー･プロセ
スに関する事件よりも､人種差別に関する事件のほうが､ステイト･アクションが認定され
やすいかという問題である1960年代以前の連邦最高裁がステイト･アクションをゆるやか
に認定していた事例は､ほとんどが人種差別に関するものであった｡この点でBrentwood判
決は､人種差別事件でないにもかかわらずステイト･アクションが認定された例として意味
がある｡他方で､ ②ステイト･アクション判断が実体判断に影響するかという問題がある｡
つまり､政府そのものによる侵害のほうが､政府そのものでないステイト･アクターによる
侵害よりも憲法違反になりやすいかという問題である　Brentwood事件は後者の事例である
が､政府が同様の規制をおこなった場合にくらべて憲法違反になりにくいのかどうかは不明
である｡
3.2　私人間効力論への示唆
政府機能の民間委託や民営化が論議されている現在､公的性格と私的性格を併有する中間
団体の責任のあり方を考えるうえで､ Brentwood判決は日本でもおおいに参考になると考え
られる｡政府機能を民間に移転したり､民間の主体を政府が手足として利用することによっ
て､政府であれば負うべき責任が暖味になり､個人に対する権利侵害行為が放置される可能
性があるからである｡ ｢官から民へ｣といわれる時代には､私人間効力の問題をあらためて考
えなおす必要があろう｡
この点について､憲法が国家と国民との契約文書であることを理由に､憲法の制約をうけ
るのは政府に限られるという見解がある91)しかし､この考え方には二重の意味で欠陥があ
る｡第-に､憲法が国家と国民との契約文書であるという理解は事実に反する｡歴史的証拠
がないだけでなく､国家の構造は憲法によって規定されることから､憲法以前にすでに国家
が存在していることを想定している点で背理でもある｡さらに､典型的な社会契約説によれ
ば､原初状態で人民が契約して国家と憲法を形成したとされるはずであり､この考えにも反
している｡第二に､かりにそのようなフィクションに憲法の正当性を根拠づけるという意味
があるとしても､憲法自体に私人問効力をみとめる明文がある場合にこの考え方は崩壊する｡
そのような憲法の明文規定は､憲法の本質に反するので無効だというのであろうか｡
日本国憲法はアメリカ憲法と異なり､権利の侵害者を政府に限定していない｡また､アメ
91)君塚正臣｢いわゆる憲法の第三者効力論再考-その論点の整理をきっかけに｣東海大学文明研究所紀要17号11頁
(1997)､君塚正臣｢伝統的第三者効力論･再考(-)､ (二･完)一日本の憲法学は憲法の私人間効力をどのように
考えているのか｣関西大学法学論集50巻5号124貢(2000)､ 6号105頁(2001)君塚正臣は､ステイト･アクショ
ン論が憲法上の権利を対国家的なものと考えていることが参考になるという｡君塚正臣｢アメリカにおけるステイ
ト･アクション理論の現在-いわゆる私人間効力論再検討の道標として-｣関西大学法学論集51巻5号1頁､ 37頁
(2001)
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リカのステイト･アクション要件の背景には､連邦制という固有の制度が存在している92)
日本は連邦制という建前をとらない以上､アメリカでもステイト･アクションがみとめられ
る私人の行為については､ ｢当然､憲法の諸規定に照らした評価が下されるべき｣93)だと考え
られる｡
アメリカのステイト･アクション判断は､ステイト･アクションか私的行為かという二者
択一判断を基礎にしている.しかし､日本国憲法はこのような理論構成を要請していない.I
かりにアメリカのような政府か私人かという二者択一判断にとらわれる必要がないのであれ
ば､政府との結びつきの程度に応じて権利侵害の成立可能性が異なると考え､政府との結び
つきの程度と利益侵害の重大性の相関関係によって判断することができるのではないだろう
か｡かりに､純粋な私人であれば0%､政府そのものであれば100%となる｢ステイト･アク
タ一度｣ (政府との結びつきの程度)を想定すれば､行為主体のステイト･アクター度が高く
なればなるほど私的自治が尊重される程度が低くなると考えられる｡そして､ステイト･ア
クター度が低くなればなるほど､権利侵害が成立するために要求される権利侵害の重大性が
大きくなると考えるのである｡
この考え方は､侵害主体が政府であるという点を､概念的に権利侵害が成立するかどうか
を決める決定的要素としてでなく､当該事案で権利侵害が成立するかどうかを決める具体的
考慮要素の一つとみる考え方であるだけでなく94)､それを程度問題ととらえ諸要素を柔軟に
考慮していく立場である｡政府との結びつきの程度を判定するうえで､アメリカのステイト･
アクション判断で考慮されている諸要素が参考になる｡従来の議論(直接効力説およびそれ
に対する批判)は､直接効力説がつねに権利侵害成立の結論に直結するとみなしてきた点で
硬直的であった｡このような｢直接効力説の負の色調｣95)をひきずることなく､柔軟な理論構
成をおこなう必要があろう｡
3.3　非営利法人の責任
以上の議論は､ ｢官から民へ｣といわれる時代に私人間効力論を再考していくうえで､おお
いに参考になろう96)福祉などさまざまな政府の仕事を委託されたNPOが差別をおこなっ
ても放置すべきか｡自治体の下請的な仕事を委託される自治会･町内会が宗教活動の強要や
宗教による差別をしてもよいか(これは政教分離の問題にもなる)｡事実上強制加入の国立大
学の学生自治会が学生の政治活動を強制してよいか｡国勢調査の調査員によるプライヴァシ
92)藤井樹也･ ｢権利｣の発想転換3章2節(1998)
93)安部･前掲注(82) 158貢｡
94)川岸令和-遠藤美奈-君塚正臣-藤井樹也-高橋義人･憲法67貢(藤井樹也執筆) (2002)｡
95)中山茂樹｢私人間効力について-憲法上の権利の概念の整理から｣西南学院大学法学論集33巻4号95貢､ 120貢
(2001)
96)藤井樹也｢F民』の時代､ F民』の責任｣大阪日日新聞2002年9月20日｡
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-侵害も問題となった.民営化された刑務所は政府と同視できるかo治安維持を民間の警備
会社がおこなう場合､伝統的に国家が排他的に担ってきた機能といえないか｡民営化された
公営企業は政府と同視できるか｡JRとAmtrakは区別できるだろうか｡いずれも重要な検討
課題である｡
また､一見華やかにみえるスポーツ界や芸術界の閉鎖性や既得権構造をあらためて考える
という意味でも､ B柁ntwood判決は示唆的であるoたとえば､日本相撲協会が女性知事によ
る表彰を拒否した例は､性差別だとしておおきく報道された｡日本オリンピック協会による
代表選考をめぐる紛争も生じている｡また､日本高等学校野球連盟は男子だけに高校野球･
国体の参加資格を限定している97)こういった問題も､あらためて憲法の視点から検討して
みる必要があろう｡
お　わ　り　に
Brentwood判決を参考に､ ｢官｣の側面と｢民｣の側面の両方をあわせもつ両生類的な中間
主体の責任を､その役割に応じて明確にする理論を構築することが可能である｡民間の非営
利法人に政府と同一の責任を機械的に負わせるのではなく､その性質に応じた適切な責任理
論を構築することが重要であろう｡ ｢官から民へ｣といわれる時代に､ ｢民｣の責任を過剰に
強調ことによって､せっかくの自由を萎縮させることがあってはならないが､ ｢民｣の責任を
その役割に応じて適切に明確化すれば､いっそう｢民｣の力が発揮されるのではないだろう
か｡
97)日本高等学校野球連盟平成15年度大会参加者資格規定1条､ 4条(1)を参照<http://www.jhbf.or.jp/index2.htm>
